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ロンドン：８０階建て木造ビル
ストックホルム：３４階建て
木造高層マンション

住友林業：Ｗ３５０計画

• ＣＬＴ等による、ビルの木造化はエコ意識の高まりを背景に、世界的トレンド。

• ロンドン、バンクーバー、ストックホルム等世界の大都市で次々と木造ビルの計画提案。

• 我が国でも、都市の木造化に向けて先駆的なプロジェクトが生まれつつある。
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都市木造化のトレンド
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資料：国土交通省「建築着工統計」（2020年）より林野庁作成
注：住宅とは居住専用建築物、居住専用準住宅、居住産業併用建築物の合計であり、非住宅とは

これら以外をまとめたものとした。

非木造 木造

住宅 非住宅

中高層建築は
ほぼ非木造

住宅では木造が８割
（３階以下の低層階）

低層非住宅建築は鉄骨造（S造）が
圧倒的多数

○ 我が国の人口は減少局面に転じ、中長期的に住宅需要の減少が予測される状況。
○ 一方、建築用の需要が大きなウェイトを占める我が国の木材需要については、新設住宅着工戸数等に影響を受け

る状況にあることから、住宅以外での新たな木材需要を創出していくことが重要であり、特に、これまで木材があまり使
われてこなかった非住宅建築物や中高層建築物での取組が重要。

■ 階層別・構造別の着工建築物の床面積（2020年）

耐火部材の開発普及支援

中大規模木造建築物の設計者の育成

木質材料の開発に応じた建築基準の
合理化などの見直し

構造計算に対応できるJAS構造材の普及支援

CLT等の中高層木造モデル実証支
援等の利用拡大支援

国産材２×４部材の利用拡大支援

木材利用に取り組む民間企業ネットワークの構築（ウッド・チェンジ・ネットワーク）

スギのCLT
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・コスト削減
・断面の縮小化 等
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①先端デジタル技術の導入

・ 林業・木材産業と建設業を一貫す
る木造・木質建築BIMと生産システ
ム構築の取組に対する支援など

→ 大規模木造建築での円滑な国産
材調達、コスト削減、事業期間の短
縮化など

②高耐力な木質建築資材等の開発
と規格の整備

・ 新たに開発された高耐力な木質
建築資材等の規格の整備など

・ メガストラクチャーに資する木質構
造部材の技術開発など

→ 木材利用の革新的な技術の普及
による中高層建築物への

木材利用の推進

＜更なる需要拡大に向けて＞

■ これまでの取組
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今後の木材需要の展望
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概
要

メンブレン型 燃え止まり型 木質ハイブリッド型

３時間以下 ２時間以下 ２時間以下

事
例

○ 近年、中高層の木造建築を可能とする高性能な木質耐火部材の開発が進展。幾つかの仕様で、国
土交通大臣の認定を受けている。

○ ５階建て以上の木造建築を広めるためには、さらなる性能向上、低コスト化が課題。

【国土交通大臣認定を受けている木質耐火部材】
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（名古屋市）

サウスウッド
（横浜市）

大分県立美術館
（大分市）

スパビレッジ・ホリカワ
（久留米市）

木材を耐火性能の
ある石膏ボードで被
覆し燃焼を防ぐもの

木材による燃えしろ層とモルタルや不
燃処理木材等による燃え止まり層に
より燃焼を停止させるもの

鉄骨を木材で被覆
し、炭化した木材と
鉄骨により燃焼を
停止させるもの
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木質耐火部材の開発



0
10
20
30
40
50

0
10
20
30
40
50

ＰＡＲＫ
ＷＯＯＤ

高森
（10階）

H31
竣工

34m

S造
＋

木造

タクマビル
新館

（研修センター）
（6階）

木材会館
（７階）

H21
竣工

35.7m

SRC造
＋

木造

計画中

（仮称）
ＯＹ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（11階）

44.1m

木造

（単位：ｍ）

令和３年６月11日現在

※摘要：木造及び木造を含む混構造の地上６階以上の建築物

（仮称）
大通西１丁目

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（11階）

RC造
＋

木造

45.7m

計画中

フラッツウッズ
木場

（12階）

42.4m

RC造
＋

木造

R2
竣工

Ｗ３５０
（70階）

計画中

350m

51.2m

(仮称）
銀座８丁目
開発計画
（12階）

S造
＋

木造

計画中

東京発条
製作所

本社ビル
（6階）

H30
竣工

19.5m

SRC造
＋

木造

松尾建設（株）
本社ビル

（6階）

H30
竣工

25.3m

RC造
＋

木造

PARK
WOOD
office

iwamotocho
（８階）

R2
竣工

26.0m

S造
＋

木造

高知県
自治会館

（6階）

H28
竣工

RC造
＋

木造

33.6m

SRC造
＋

木造

木造

実験棟
HRT-

Project
（6階）

H30
竣工

17.3m

高齢者
福祉施設
「はるの

ガーデン」
（6階）

H30
竣工

19.9m

RC造
＋

木造

木造

26.5m

高惣木工
ビル

（7階）

R3
竣工

中央大学
多摩キャンパス

学部共通棟
（6階）

31.5m

S造
＋

木造

R2
竣工

R3
竣工

30.1m

S造
＋

木造

31.0m

H¹O
青山

（7階）

計画中

34.5m

SRC造
＋

木造

(仮称)
兜町85

プロジェクト
（10階）

計画中

38.1m

S造
＋

木造

ジューテック
本社ビル
新築工事

（8階）

計画中

45.0m

S造
＋

木造

(仮称)
道玄坂

一丁目計画
（13階）

計画中

（ 単位：m ）
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国内の主な高層木造建築物（地上６階以上の建築物）



・天井にCLT（直交集成板）、柱等に耐火集成材を用

い、仕上げとして木材を見せるほか、外装材にも国
材を使用する計画。

・同社では、木材利用が集客やテナント誘致につな
がることも期待。

銀座８丁目計画（ヒューリックHPより抜粋）

・仙台のPARK WOOD高森では、木質耐火部材を
柱の一部に、CLT（直交集成板）を床及び耐震壁に
使用。

・木造化による建物の軽量化で、地盤・基礎が合理
化され、また施工効率の向上で、鉄筋コンクリートに
比べ工期短縮を実現。

木造と鉄骨造を組み合わせ
た集合住宅（仙台市）

建物の一部を木造化した12階建
て共同住宅（東京都）

＜フラッツウッズ木場＞東京都江東区
＜PARK WOOD高森＞宮城県仙台市 木造＋鉄筋

コンクリート造

＜銀座８丁目計画＞東京都中央区
木造＋鉄骨造
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木材を活用した建築物の事例（建設中を含む）
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木材を活用した公共建築物の事例
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木材を活用した公共建築物の事例
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公共建築物等木材利用促進法の改正

〇 法改正において、建築物における木材利用を促進するために、「建築物木材利用促進協定」制度が創設。
〇 建築主等の事業者等は、建築物における木材利用を促進するために、国又は地方公共団体と本協定を締結できる。
〇 地域材の利用促進を目的として活用可能。鉄骨やコンクリートから木材へ替えるウッド・チェンジを促進。

１ 協定の意義・メリット

(1) 協定の意義

○ 世界全体で、脱炭素社会の実現に向けた動きが活発となり、省エネ
資材である木材利用の意義が再評価され、木材利用の促進に向けて、
これまでにない追い風。

〇 建築物における木材利用に取り組もうと考える事業者等が、構想の実
現に向けて、本協定を活用し、国又は地方公共団体や木材供給事業
者等と連携して、ウッド・チェンジに向けた取組を推進。

(2) 想定される協定締結のメリット

① 建築主サイド
○ メディアに取り上げられることで、当該事業者の社会的認知度が向上
するだけでなく、環境意識の高い事業者として、社会的評価も向上。

〇 木材利用量を基に、環境保全への貢献度を評価することとしており、
ＥＳＧ投資など新たな資金獲得につながる可能性。

〇 国及び地方公共団体による財政上の配慮
（例：予算事業における加点、優先枠の設定等）

② 川上・川中事業者サイド
〇 信頼関係に基づくサプライチェーンの構築。
〇 事業の見通しが容易になることによる経営の安定化。
〇 林業・木材産業に対する国民理解の醸成。

２ 主な協定のイメージ

林野庁ほか関係省庁における木材利用関連事業等での
優先枠又は加点 等
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新たな森林・林業基本計画のポイント

• 森林計画制度の運用を見直し、適正な伐採
更新を確保（伐採造林届出制度見直しと指
導等の強化など）

• 優良種苗の生産体制の整備、エリートツリー
等を活用した低コスト造林、野生鳥獣被害対
策等を推進

• 間伐・再造林の推進により、森林吸収量を確
保・強化（間伐等特措法）

• 森林環境譲与税を活用した針広混交林化、
希少な森林生態系の保護管理

• 国土強靱化５か年加速化対策に基づき、治
山事業を推進

• 災害発生形態の変化に応じ、きめ細かな治
山ダムの配置、森林土壌の保全強化、流木
対策、規格構造の高い林道整備を推進

• 農林複合的な所得確保、広葉樹、キノコ等の
地域資源の活用、農林地の管理利用の推進

• 森林サービス産業の推進、関係人口の拡大
• 植樹など国民参加の森林づくり等を推進

• 長期にわたる持続的な経営ができる林業経
営体を育成

• 生産性や安全性を抜本的に改善する「新し
い林業」を展開。

• 担い手となる林業経営体の育成

• 人材の育成確保（新規就業者への支援、段
階的な人材育成）

• 林業従事者の労働環境の改善（他産業並所
得の確保、能力評価、労働安全対策の強化）

• 原木の安定供給（ICT導入等による商物分離、
サプライチェーン・マネジメントの推進）

• 木材産業の競争力強化
[ 国際競争力の強化 ]

JAS・KD材、集成材等の低コスト供給体制の
整備、工場間連携・再編等による規模拡大

[ 地場競争力の強化 ]
板材・平角など多品目生産に向けた施設の
切り替え、大径材の活用

[ JAS製品の供給促進]
JAS製品の生産・利用に向けた条件整備、関
係者によるJAS手数料水準のあり方、瑕疵保
証制度の検討等を促進

[ その他]
横架材など国産材比率の低い分野、家具等
への利用促進

• 都市等における木材利用の促進（耐火部材
やCLT等の民間非住宅分野への利用等）

• 木材等の輸出促進、木質バイオマスの利用
（熱電利用、資源の持続的な利用）

森林の有する多面的機能の
発揮に関する施策

林業の持続的かつ健全な
発展に関する施策

林産物の供給及び利用の
確保に関する施策

• デジタル化（森林クラウドの導入、木材のICT生産流通管理、林業DX等）

• コロナ対応（需要急減時の生産調整・造林への振り替え、在宅勤務に

対応したリフォーム需要の取り込み）

• 東日本大震災からの復興・創生、「みどりの食料システム戦略」と調和

• 国土保全など公益的機能の維持増進、林産物の持続的・計画的な供
給、国有林野の活用による地域産業の振興と住民福祉の向上。

• 上記への寄与を目標とし、国有林野の管理経営を推進。

その他横断的に推進すべき施策国有林野の管理経営に関する施策

• エリートツリーによる低コスト造林と収穫
期間の短縮

• 自動操作機械等による省力化・軽労化

• 経営管理権の設定等による長期的な
経営の確保

• 法人化・協業化、林産複合型経営体な
ど経営基盤の強化

• 経営プランナー育成など経営力の強化
等



「新しい林業」のモデル試算（施業地１ha当たり）

近
い
将
来

○伐期：50年

○作業員：４名

○事務員：１名

○作業員の賃金：
18,000円/人日

・公共工事設計労務単価の
普通作業員の賃金
・社会保険料等を含む

※赤字は「現状」
との変更箇所

✓ 生産量：315m3

✓ 生産性：
11m3/人日

■ 収支 148万円

生産性向上の取組
により生産性UP

経費 248万円
丸太収入 396万円

✓伐採・造林一貫
作業システム

✓2,000本植え/ha
✓コンテナ苗
✓獣害防護柵設置

■ 収支 -50万円

経費 142万円
補助金 92万円

✓ ４回実施
✓ 刈り払い機

■ 収支 -35万円

経費 90万円
補助金 55万円

写真変更

✓ １回実施
✓ 刈り払い機

■ 収支 –8万円

経費 21万円
補助金 13万円

✓ １回実施
✓ ﾁｪｰﾝｿｰ使用

伐採本数の減による
経費が減少

■ 収支 –6万円

経費 17万円
補助金 10万円

✓ 生産量： 60m3
✓ 生産性：

8m3/人日

■ 収支 22万円
経費 56万円
補助金 23万円
丸太収入 55万円

■ 収支 71万円

経費 573万円
補助金 192万円
丸太収入 452万円

・公共労務単価並み
の賃金を達成した上
で、造林経費への経
費を捻出。

・生産性向上の取組
・伐採造林一貫作業
などにより
【黒字に転換】

現
状

主伐 地拵え・植栽 下刈り 除伐 保育間伐 搬出間伐 計基本情報

写真変更

○伐期：50年

○作業員：４名

○事務員：１名

○作業員の賃金：
16,000円/人日

・林業の年間平均給与343万円
を210日で除した数字
・社会保険料等を含む

✓ 生産量：315m3

✓ 生産性：
7.14m3/人日

■ 収支 90万円

✓ 3,000本植え/ha
✓ 裸苗、人力
✓ 獣害防護柵設置

経費 307万円
丸太収入 396万円

■ 収支 -66万円

経費 180万円
補助金 114万円

✓ ５回実施
✓ 刈り払い機

■ 収支 -40万円

経費 101万円
補助金 61万円

✓ ２回実施
✓ 刈り払い機

■ 収支 -15万円

経費 37万円
補助金 22万円

✓ １回実施
✓ ﾁｪｰﾝｿｰ使用

■ 収支 -6万円

経費 15万円
補助金 9万円

✓ 生産量： 60m3
✓ 生産性：

4.17m3/人日

■ 収支 3万円
経費 91万円
補助金 45万円
丸太収入 49万円

■ 収支 -34万円

経費 730万円
補助金 251万円
丸太収入 445万円

・造林経費を捻出
できない。
・今後、植栽を実
施しない恐れ。

新
し
い
林
業

○伐期：30年

○作業員：２名

○事務員：１名

○作業員の賃金：
24,000円/人日

・東京国税局管内の全作業
平均492万円を210日で除し
た数字
・社会保険料等を含む

自動化機械の導入に
より生産性UP

✓ 生産量：315m3

✓ 生産性：
22m3/人日

■ 収支 152万円

経費 245万円
丸太収入 396万円

✓伐採・造林一貫
作業システム

✓ 1,500本植え/ha
✓ エリートツリー・

コンテナ苗
✓ 獣害防護柵設置

■ 収支 -37万円

経費 100万円
補助金 64万円

✓ 1回実施
✓ 自動化機械

■ 収支 –9万円

経費 22万円
補助金 13万円

✓ １回実施
✓ 刈り払い機

✓ 作業の効率化

■ 収支 –6万円

経費 14万円
補助金 8万円

保育間伐は
実施せず

自動化機械の導入に
より生産性UP

✓ 生産量： 60m3
✓ 生産性：

12m3/人日

■ 収支 13万円

経費 66万円
補助金 30万円
丸太収入 50万円

■ 収支 113万円

経費 448万円
補助金 114万円
丸太収入 446万円

・自動化機械の導入
等による生産性の
向上などにより
【更なる黒字】

・他産業並みの賃金
を達成した上で造林
経費を捻出。
・回収期間が50年か
ら30年と短くなる。

※赤字は「近い
将来」との変更
箇所

※ 四捨五入により計は必ずしも一致しない

現状と同じ
生産性向上の取組
により生産性UP
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